
市町村合併等に係る保険者インタフェース仕様書加除表 

 

＜加除第２号＞                        （内容現在 平成１６年１２月１日） 

Ｎｏ． 
除く 

ページ 
改定前 枚数

加える 

ページ 
改定後 枚数

１ 

１ 

２ 

３ 

４ 

ページ番号 ２、４ 

 保険者コード 
２ 同 

ページ番号 ２、４ 

 保険者番号 
２

２ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

ページ番号 ７ 

項番７７ 新設された市町村

が設定する内容： 
指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費支給限度基準額に対する基

準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を（設定

が無い場合は“１００”を設

定する） 

 

ページ番号 ８ 

 保険者コード 

 被保険者コード 

項番４ 新設された市町村が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”を設定

する 

 

 

ページ番号 ９ 

項番２２ 新設された市町村

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

 

 

 

 

ページ番号 １１、１２ 

 保険者コード 

 

３ 同 

ページ番号 ７ 

項番７７ 新設された市町村

が設定する内容： 
指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費支給限度基準額に対する基

準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設定

する（設定が無い場合は“１

００”を設定する） 

 

ページ番号 ８ 

 保険者番号 

 被保険者番号 

項番４ 新設された市町村が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”もしく

は“04：合併による新規”を

設定する 

 

ページ番号 ９ 

項番２２ 新設された市町村

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は合併前の市町村が設定した

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

ページ番号 １１、１２ 

 保険者番号 

 

３



Ｎｏ． 
除く 

ページ 
改定前 枚数

加える 

ページ 
改定後 枚数

３ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

ページ番号 １６ 

項番２ 編入先の市町村が設

定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

（西暦年月日（YYYYMMDD）を

設定する 

項番４ 編入先の市町村が設

定する内容： 

“01：受給資格取得”を設定

する 

 

 

ページ番号 １７ 

項番２２ 編入先の市町村が

設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

 

 

 

 

ページ番号 １６、１９、２

０、２１、２３、２４、２６、

２７、２８ 

 保険者コード 

 被保険者コード 

 

７ 同 

ページ番号 １６ 

項番２ 編入先の市町村が設

定する内容： 

編入先市町村での被保険者の

資格が発生する日（西暦年月

日（YYYYMMDD）を設定する 

項番４ 編入先の市町村が設

定する内容： 

“01：受給資格取得”もしく

は“04：合併による新規”を

設定する 

 

ページ番号 １７ 

項番２２ 編入先の市町村が

設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は編入前の市町村が設定した

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

ページ番号 １６、１９、２

０、２１、２３、２４、２６、

２７、２８ 

 保険者番号 

 被保険者番号 

 

７



Ｎｏ． 
除く 

ページ 
改定前 枚数

加える 

ページ 
改定後 枚数

４ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

ページ番号 ３２ 

項番２ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

（西暦年月日（YYYYMMDD）を

設定する 

項番４ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”を設定

する 

 

 

項番５ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

編入先広域連合の市町村番号

を設定する 

 

ページ番号 ３３ 

項番２２ 編入先の広域連合

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

 

 

 

 

ページ番号 ３２、３５、３

７、３８ 

 保険者コード 

 被保険者コード 

４ 同 

ページ番号 ３２ 

項番２ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

編入先広域連合での被保険者

の資格が発生する日（西暦年

月日（YYYYMMDD）を設定する

項番４ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”もしく

は“04：合併による新規”を

設定する 

 

項番５ 編入先の広域連合が

設定する内容： 

編入先広域連合の証記載保険

者番号を設定する 
 

ページ番号 ３３ 

項番２２ 編入先の広域連合

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は編入前の市町村が設定した

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

ページ番号 ３２、３５、３

７、３８ 

 保険者番号 

 被保険者番号 

４



Ｎｏ． 
除く 

ページ 
改定前 枚数

加える 

ページ 
改定後 枚数

５ 

４１ 

４２ 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

ページ番号 ４１ 

項番７７ 新設された市町村

が設定する内容： 
指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費支給限度基準額に対する基

準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を（設定

が無い場合は“１００”を設

定する） 

 

ページ番号 ４２ 

項番４ 新設された市町村が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”を設定

する 

 

 

 保険者コード 

 被保険者コード 

 

ページ番号 ４３ 

項番２２ 新設された市町村

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

 

 

 

 

ページ番号 ４５ 

項番（３）③ ケース１、ケ

ース２、ケース５およびケー

ス６において、「認定有効期

間（終了年月日）」は「認定有

効期間（開始年月日）」から介

護保険法ならびに介護保険法

施行規則に記載される、合併

後（または編入後）市町村で

定める日を設定します。合併

前（または編入前）の市町村

で設定されていた認定有効期

間（終了年月日）」では無いこ

とに注意して下さい。 

９ 

４１ 

４２ 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４６－１

４６－２

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

ページ番号 ４１ 

項番７７ 新設された市町村

が設定する内容： 
指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費支給限度基準額に対する基

準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設定

する（設定が無い場合は“１

００”を設定する） 

 

ページ番号 ４２ 

項番４ 新設された市町村が

設定する内容： 

“01：受給資格取得”もしく

は“04：合併による新規”を

設定する 

 

 保険者番号 

 被保険者番号 

 

ページ番号 ４３ 

項番２２ 新設された市町村

が設定する内容： 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以上

経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は脱退前の市町村が設定した

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

ページ番号 ４５ 

項番（３）③ ケース１、ケ

ース２、ケース５およびケー

ス６において、「認定有効期

間（終了年月日）」は「認定有

効期間（開始年月日）」から介

護保険法ならびに介護保険法

施行規則に記載される、合併

後（または編入後）市町村で

定める日を設定しますが、全

受給者の再認定ができない場

合には、異動事由を“04：合

併による新規”として、合併

前（または編入前）の市町村

で設定されていた「認定有効

期間（終了年月日）」を設定し

て下さい。 

ページ番号 ４６、４６－１、

４６－２ 

項番（８）を追加 

 

10



Ｎｏ． 
除く 

ページ 
改定前 枚数

加える 

ページ 
改定後 枚数

  

 

 

 

ページ番号 ４９、５０、５

１、５２、５３、５５、５６、

５７ 

 保険者コード 

 

ページ番号 ５２、５６ 項

番１０： 

保険給付支払の一時差止の対

象サービス種類コード 

  

ページ番号 ４７ 

ケース５の記載位置を修正 

 

ページ番号 ４９、５０、５

１、５２、５３、５５、５６、

５７ 

 保険者番号 

 

ページ番号 ５２、５６ 項

番１０： 

保険給付支払の一時差止金額

 

６ 
５９ 

６０ 

ページ番号 ６０ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止の対

象サービス種類コード 

１ 同 

ページ番号 ６０ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止金額
１

７ 
６３ 

６４ 

ページ番号 ６４ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止の対

象サービス種類コード 

１ 同 

ページ番号 ６４ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止金額
１

８ 
６７ 

６８ 

ページ番号 ６８ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止の対

象サービス種類コード 

１ 同 

ページ番号 ６８ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止金額
１

９ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

ページ番号 ７１、７２、７

３、７４、７５ 

 保険者コード 

 

 

 

 

 

 

ページ番号 ７４ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止の対

象サービス種類コード 

３ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

７６－１

７６－２

７６－３

７６－４

ページ番号 ７１、７２、７

３、７４、７５ 

 保険者番号 

 

ページ番号 ７６、７６－１、

７６－２、７６－３、７６－

４ 

項番（３）を追加 

 

ページ番号 ７４ 項番１

０： 

保険給付支払の一時差止金額

３

１０ ７７ 

 

１ 

７７ 

７８ 

７９ 

全体修正 

２

 



１ 市町村の合併等に係る台帳異動情報 
 各都道府県において市町村間の合併または市町村が他の市町村への編入等が発生

した場合、国保連合会の審査支払等システムで管理する各種台帳へ新規情報の登録、

既に登録されている情報の変更等が必要となります。 

 以下に、市町村合併等のケース別に、必要となるインタフェースおよびその設定

内容について記載します。 

 
１．１ 市町村合併等における想定ケースと必要なインタフェースの種類 

インタフェース 

 

 

ケース 

保険者異動 

連絡票情報 

広域連合異動 

連絡票情報 

（行政区異動 

連絡票情報）

市町村固有異動

連絡票情報 

受給者異動 

連絡票情報 

被保険者番号

再付番 

合併前 

市町村 
○ × ○ ○ ケース１： 

市町村と市町村の合併

による新たな市町村の新

設 
新設 

市町村 
○ × ○ ○ 

要 

編入前 

市町村 
○ × ○ ○ ケース２： 

市町村の他の市町村へ

の編入 編入先 

市町村 
× × × ○ 

要 

合併前 

市町村 
× × × × 

新設 

市町村 
× × × × 

ケース３： 

広域連合内の市町村と

市町村の合併による新

たな市町村の新設（政令

市においては行政区と行

政区の合併による行政

区の新設） 
広域連合 × ○ × ○ 

不要 

編入前 

市町村 
× × × × 

編入先 

市町村 
× × × × 

ケース４： 

広域連合内市町村の他

の市町村への編入（政令

市においては行政区の

他の行政区への編入） 

広域連合 × ○ × ○ 

不要 

編入前 

市町村 
○ × ○ ○ 

ケース５： 

市町村の広域連合への

編入（政令市においては

市町村から行政区として

政令市への編入） 広域連合 × ○ × ○ 

要 

新設 

保険者 
○ × ○ ○ 

ケース６： 

広域連合からの脱退に

よる市町村の新設（政令

市においては行政区から

市町村の新設） 
広域連合 × ○ × ○ 

要 

加
除
第
２
号 

- １ - 



 
１．２ ケース別異動連絡票情報の作成方法 

 （１） ケース１：市町村と市町村の合併による新たな市町村の新設 

 ケース１では合併するそれぞれの市町村から保険者、市町村固有情報および受

給者の「終了」情報と、新たに設立される市町村から保険者、市町村固有情報お

よび受給者の新規登録情報が必要となります。 

 

    ① 必要なインタフェースの種類 

合併前の各市町村から必要なインタフェース 

・ 保険者異動連絡票情報（識別番号：5411） 

・ 市町村固有異動連絡票情報（識別番号：5511） 

・ 受給者異動連絡票情報（識別番号：5311） 

新設された市町村から必要なインタフェース 

・ 保険者異動連絡票情報（識別番号：5411） 

・ 市町村固有異動連絡票情報（識別番号：5511） 

・ 受給者異動連絡票情報（識別番号：5311） 

 

    ② 設定する項目の内容 

・保険者異動連絡票情報 

項番 項目名 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

１ 交換情報識別番号 “5411”（固定値） “5411”（固定値） 

２ 異動年月日 

合併により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

新設された市町村の効力が

発生する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

３ 異動区分コード “3：終了”を設定する “1：新規”を設定する 

４ 異動事由 “01”（固定値） “01”（固定値） 

５ 保険者番号 
合併前の市町村の保険者番号

を設定する 

新設された市町村の保険者

番号を設定する 

６ 保険者名（カナ） 設定不要 

新設された市町村の名称を

カナ文字で設定する（省略

可） 

７ 保険者名（漢字） 設定不要 
新設された市町村の名称を

全角文字で設定する 

８ 有効開始日 設定不要 

新設された保険者としての

効力が発生する日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

９ 有効終了日 

合併により保険者としての効

力が消滅する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

設定不要 

１０ 保険者区分 “1:単独保険者”を設定する “1:単独保険者”を設定する 

１１ 郵便番号 設定不要 
新設された市町村の郵便番

号を設定する（省略可） 

１２ 電話番号 設定不要 
新設された市町村の電話番

号を設定する 

加
除
第
２
号 

- ２ - 



 

項番 項目名 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

１３ 住所（カナ） 設定不要 

新設された市町村の住所を

カナ文字で設定する（省略

可） 

１４ 住所（漢字） 設定不要 
新設された市町村の住所を

全角文字で設定する 

 

加
除
第
２
号 

- ３ - 



 
・市町村固有異動連絡票情報 

項番 項目 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

１ 交換情報識別番号 “5511”（固定値） “5511”（固定値） 

２ 異動年月日 

合併により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

新設された市町村の効力が

発生する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

３ 異動区分コード “3：終了”を設定 “1：新規”を設定 

４ 異動事由 “01”（固定値） “01”（固定値） 

５ 保険者番号 
合併前の市町村の保険者番号

を設定 

新設された市町村の保険者

番号を設定 

６ 有効開始日 設定不要 

新設された保険者としての

効力が発生する日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

７ 有効終了日 

合併により保険者としての効

力が消滅する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

設定不要 

８ 訪問通所要介護１ 設定不要 
１月間の限度額を単位数で

設定する 

９ 訪問通所要介護２ 設定不要 同上 

１０ 訪問通所要介護３ 設定不要 同上 

１１ 訪問通所要介護４ 設定不要 同上 

１２ 訪問通所要介護５ 設定不要 同上 

１３ 
短期入所要介護１ 
※１ 

設定不要 
６月間の限度額を日数で設

定する 

１４ 
短期入所要介護２ 
※１ 

設定不要 同上 

１５ 
短期入所要介護３ 
※１ 

設定不要 同上 

１６ 
短期入所要介護４ 
※１ 

設定不要 同上 

１７ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

短期入所要介護５ 
※１ 

設定不要 同上 

１８ 要介護１ 設定不要 
１月間の限度額を単位数で

設定する 

１９ 要介護２ 設定不要 同上 

２０ 要介護３ 設定不要 同上 

２１ 要介護４ 設定不要 同上 

２２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給

限
度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護５ 設定不要 同上 

加
除
第
２
号 - ４ - 



 

項番 項目 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

７７ 
基準該当短期入所生活介護

サービス費比率 
設定不要 

指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費支給限度基準額に対する

基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設

定する（設定が無い場合は

“１００”を設定する） 

７８ 
基準該当福祉用具貸与サー

ビス費比率 
設定不要 

指定福祉用具貸与ｻｰﾋﾞｽ費支

給限度基準額に対する基準

該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設定す

る（設定が無い場合は“１０

０”を設定する） 

７９ 
基準該当居宅支援サービス

費比率 
設定不要 

指定居宅支援ｻｰﾋﾞｽ費支給限

度基準額に対する基準該当ｻ

ｰﾋﾞｽ費の比率を設定する（設

定が無い場合は“１００”を

設定する） 

※１： 有効開始日が平成14年1月1日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。

設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックを行わず省略されたものとみなす。

なお、有効開始日が平成13年12月31日以前の場合、従来通り（異動区分”1:新規”また
は当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 

※２： 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、異動区分”1:新規”または当該項目に変
更がある場合には設定が必要とする。なお、有効開始日が平成13年 12月 31日以前の

場合、本項目の設定は不要とする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わ

ない。 

 

加
除
第
２
号 

- ７ - 



 

・受給者異動連絡票情報 
項番 項目名 

合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

１ 交換情報識別番号 “5311”（固定値） “5311”（固定値） 

２ 異動年月日 

合併により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

市町村の新設により被保険

者の資格が発生する日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

３ 異動区分コード “3：終了”を設定する “1：新規”を設定する 

４ 異動事由 
“02：受給資格喪失”を設定す

る 

“01：受給資格取得”もしくは

“04：合併による新規”を設定

する 

５ 証記載保険者番号 
合併前の市町村の保険者番号

を設定する 

新設された市町村の保険者

番号を設定する 

６ 被保険者番号 
合併前の市町村で付番されて

いた被保険者番号を設定する

新設された市町村で新たに

付番した被保険者番号を設

定する 

７ 被保険者氏名（カナ） 設定不要 
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 

８ 生年月日 設定不要 
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

９ 性別コード 設定不要 性別コードを設定する 

１０ 資格取得年月日 設定不要 

市町村の新設により被保険

者の資格が発生する日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

１１ 資格喪失年月日 

市町村の合併により被保険者

の資格を喪失する日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

設定不要 

１２ 老人保健市町村番号 設定不要 
老人保健市町村番号を設定

する（省略可） 

１３ 老人保健受給者番号 設定不要 
老人保健受給者番号を設定

する（省略可） 

１４ 公費負担者番号 設定不要 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報

提出時のみ設定する 

１５ 
広域連合（政令市）保険者

番号 
設定不要 設定不要 

１６ 申請種別コード 設定不要 “1：新規申請”を設定する 

１７ 変更申請中区分コード 設定不要 設定不要 

１８ 申請年月日 設定不要 

認定有効期間（開始年月日）

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

１９ みなし要介護区分コード 設定不要 
みなし要介護区分コードを

設定する 

 

２０ 要介護状態区分コード 設定不要 
要介護状態区分コードを設

定する 加
除
第
２
号 

- ８ - 



 

項番 項目名 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

２１ 認定有効期間（開始年月日） 設定不要 

新設された市町村で認定が

有効となる日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

２２ 認定有効期間（終了年月日） 設定不要 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以

上経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は合併前の市町村が設定し

た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

２３ 
居宅サービス計画作成区分

コード 
設定不要 

居宅介護支援事業者または

自己作成の区分を設定する 

２４ 居宅介護支援事業所番号 設定不要 

居宅介護支援事業所の番号

を設定する（居宅サービス計

画作成区分コードが”2:自己
作成”の場合は省略可） 

２５ 
居宅サービス計画適用開始

年月日 
設定不要 

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する（省

略可） 

２６ 
居宅サービス計画適用終了

年月日 
設定不要 

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する（省

略可） 

２７ 支給限度基準額 設定不要 

被保険者証記載の訪問通所

サービス支給限度基準額を

単位数で設定する 

２８ 
上限管理適用期間開

始年月日 
設定不要 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

２９ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

上限管理適用期間終

了年月日 
設定不要 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

３０ 支給限度基準額※１ 設定不要 

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 

３１ 
上限管理適用期間開

始年月日※１ 
設定不要 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

３２ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 上限管理適用期間終

了年月日※１ 
設定不要 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

３３ 公費負担上限額減額の有無 設定不要 
公費負担上限額減額の有無

を設定する 
加
除
第
２
号 

- ９ - 



 

項番 項目名 
合併前の各市町村が設定する

内容 

新設された市町村が設定す

る内容 

３４ 償還払化開始年月日 設定不要 

償還払化開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

（省略可） 

３５ 償還払化終了年月日 設定不要 

償還払化終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

（省略可） 

３６ 給付率引下げ開始年月日 設定不要 

給付率引下げ開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

３７ 給付率引下げ終了年月日 設定不要 

給付率引下げ終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

３８ 減免申請中区分コード 設定不要 
減免申請中区分コードを設

定する（省略可） 

３９ 
利用者負担区分コー

ド 
設定不要 

利用者負担区分コードを設

定する（省略可） 

４０ 給付率 設定不要 

利用者負担減免等により給

付率が変更された場合に１

００分の○○○で設定する

（省略可） 

４１ 適用開始年月日 設定不要 

給付率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

４２ 

利
用
者
・
旧
措
置
入
所
者
利
用
者
負
担 

適用終了年月日 設定不要 

給付率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

４３ 標準負担区分コード 設定不要 
標準負担区分コードを設定

する（省略可） 

４４ 負担額 設定不要 
負担額を設定する（省略可）

４５ 
負担額適用開始年月

日 
設定不要 

負担額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る（省略可） 

４６ 

標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

負担額適用終了年月

日 
設定不要 

負担額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る（省略可） 

※１： 認定有効期間開始年月日が平成14年1月1日以降の場合、本項目の設定は不要（省略

可能）とする。設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略された

ものとみなす。なお、認定有効期間開始年月日が平成13年12月31日以前の場合、従来

通り（異動区分”1:新規”または当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 
 

加
除
第
２
号 

- １０ - 



 

 

 （２） ケース２：市町村の他の市町村への編入 

 ケース２では編入する市町村から保険者、市町村固有情報および受給者の「終

了」情報と、編入される市町村から受給者の新規登録情報が必要となります。 

 

    ① 必要なインタフェースの種類 

編入する市町村から必要なインタフェース 

・ 保険者異動連絡票情報（識別番号：5411） 

・ 市町村固有異動連絡票情報（識別番号：5511） 

・ 受給者異動連絡票情報（識別番号：5311） 

編入先の市町村から必要なインタフェース 

・ 受給者異動連絡票情報（識別番号：5311） 

 

    ② 設定する項目の内容 

・保険者異動連絡票情報 

項番 項目名 
編入する市町村が設定する内

容 

編入先の市町村が設定する

内容 

１ 交換情報識別番号 “5411”（固定値） 

２ 異動年月日 

編入により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

３ 異動区分コード “3：終了”を設定する 

４ 異動事由 “01”（固定値） 

５ 保険者番号 
編入前の市町村の保険者番号

を設定する 

６ 保険者名（カナ） 設定不要 

７ 保険者名（漢字） 設定不要 

８ 有効開始日 設定不要 

９ 有効終了日 

編入により保険者としての効

力が消滅する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

１０ 保険者区分 “1:単独保険者”を設定する 

１１ 郵便番号 設定不要 

１２ 電話番号 設定不要 

１３ 住所（カナ） 設定不要 

１４ 住所（漢字） 設定不要 

インタフェースの提供は不要 

加
除
第
２
号 

- １１ - 



 

 
・市町村固有異動連絡票情報 

項番 項目 
編入する市町村が設定する内

容 

編入先の市町村が設定する

内容 

１ 交換情報識別番号 “5511”（固定値） 

２ 異動年月日 

編入により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

３ 異動区分コード “3：終了”を設定する 

４ 異動事由 “01”（固定値） 

５ 保険者番号 
編入前の市町村の保険者番号

を設定する 

６ 有効開始日 設定不要 

７ 有効終了日 

編入により保険者としての効

力が消滅する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

８ 訪問通所要介護１ 設定不要 

９ 訪問通所要介護２ 設定不要 

１０ 訪問通所要介護３ 設定不要 

１１ 訪問通所要介護４ 設定不要 

１２ 訪問通所要介護５ 設定不要 

１３ 
短期入所要介護１ 
※１ 

設定不要 

１４ 
短期入所要介護２ 
※１ 

設定不要 

１５ 
短期入所要介護３ 
※１ 

設定不要 

１６ 
短期入所要介護４ 
※１ 

設定不要 

１７ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

短期入所要介護５ 
※１ 

設定不要 

１８ 要介護１ 設定不要 

１９ 要介護２ 設定不要 

２０ 要介護３ 設定不要 

２１ 要介護４ 設定不要 

２２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限

度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護５ 設定不要 

インタフェースの提供は不要 

加
除
第
２
号 

- １２ - 



 

 

※１： 有効開始日が平成14年1月1日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。

設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックを行わず省略されたものとみなす。

なお、有効開始日が平成13年12月31日以前の場合、従来通り（異動区分”1:新規”また
は当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 

※２： 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、異動区分”1:新規”または当該項目に変
更がある場合には設定が必要とする。なお、有効開始日が平成13年 12月 31日以前の

場合、本項目の設定は不要とする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わ

ない。 

 

加
除
第
２
号 - １５ - 



 

・受給者異動連絡票情報 
項番 項目名 

編入する市町村が設定する内

容 

編入先の市町村が設定する

内容 

１ 交換情報識別番号 “5311”（固定値） “5311”（固定値） 

２ 異動年月日 

編入により市町村の効力が消

滅 す る 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

編入先市町村での被保険者

の資格が発生する日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

３ 異動区分コード “3：終了”を設定する “1：新規”を設定する 

４ 異動事由 
“02：受給資格喪失”を設定す

る 

“01：受給資格取得”もしくは

“04：合併による新規”を設定

する 

５ 証記載保険者番号 
編入前の市町村の保険者番号

を設定する 

編入先の市町村の保険者番

号を設定する 

６ 被保険者番号 
編入前の市町村で付番されて

いた被保険者番号を設定する

編入先の市町村で新たに付

番した被保険者番号を設定

する 

７ 被保険者氏名（カナ） 設定不要 
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 

８ 生年月日 設定不要 
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

９ 性別コード 設定不要 性別コードを設定する 

１０ 資格取得年月日 設定不要 

編入により被保険者資格が

発生する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

１１ 資格喪失年月日 

編入により被保険者の資格を

喪失する日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

設定不要 

１２ 老人保健市町村番号 設定不要 
老人保健市町村番号を設定

する（省略可） 

１３ 老人保健受給者番号 設定不要 
老人保健受給者番号を設定

する（省略可） 

１４ 公費負担者番号 設定不要 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報

提出時のみ設定する 

１５ 
広域連合（政令市）保険者

番号 
設定不要 設定不要 

１６ 申請種別コード 設定不要 “1：新規申請”を設定する 

１７ 変更申請中区分コード 設定不要 設定不要 

１８ 申請年月日 設定不要 

認定有効期間（開始年月日）

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

１９ みなし要介護区分コード 設定不要 
みなし要介護区分コードを

設定する 

 

２０ 要介護状態区分コード 設定不要 
要介護状態区分コードを設

定する 
加
除
第
２
号 
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項番 項目名 
編入する市町村が設定する内

容 

編入先の市町村が設定する

内容 

２１ 認定有効期間（開始年月日） 設定不要 

編入先の市町村で認定が有

効となる日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

２２ 認定有効期間（終了年月日） 設定不要 

認定有効期間（開始年月日）

から月を単位として３月以

上経過した日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

ただし異動事由に“04：合併

による新規”を設定した場合

は編入前の市町村が設定し

た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

２３ 
居宅サービス計画作成区分

コード 
設定不要 

居宅介護支援事業者または

自己作成の区分を設定する 

２４ 居宅介護支援事業所番号 設定不要 

居宅介護支援事業所の番号

を設定する（居宅サービス計

画作成区分コードが”2:自己
作成”の場合は省略可） 

２５ 
居宅サービス計画適用開始

年月日 
設定不要 

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する（省

略可） 

２６ 
居宅サービス計画適用終了

年月日 
設定不要 

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する（省

略可） 

２７ 支給限度基準額 設定不要 

被保険者証記載の訪問通所

サービス支給限度基準額を

単位数で設定する 

２８ 
上限管理適用期間開

始年月日 
設定不要 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

２９ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

上限管理適用期間終

了年月日 
設定不要 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

３０ 支給限度基準額※１ 設定不要 

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 

３１ 
上限管理適用期間開

始年月日※１ 
設定不要 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

３２ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

上限管理適用期間終

了年月日※１ 
設定不要 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 
加
除
第
２
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項番 項目名 
編入する市町村が設定する内

容 

編入先の市町村が設定する

内容 

３３ 公費負担上限額減額の有無 設定不要 
公費負担上限額減額の有無

を設定する 

３４ 償還払化開始年月日 設定不要 

償還払化開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

（省略可） 

３５ 償還払化終了年月日 設定不要 

償還払化終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する

（省略可） 

３６ 給付率引下げ開始年月日 設定不要 

給付率引下げ開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

３７ 給付率引下げ終了年月日 設定不要 

給付率引下げ終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

３８ 減免申請中区分コード 設定不要 
減免申請中区分コードを設

定する（省略可） 

３９ 
利用者負担区分コー

ド 
設定不要 

利用者負担区分コードを設

定する（省略可） 

４０ 給付率 設定不要 

利用者負担減免等により給

付率が変更された場合に１

００分の○○○で設定する

（省略可） 

４１ 適用開始年月日 設定不要 

給付率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

４２ 

利
用
者
・
旧
措
置
入
所
者
利
用
者
負
担 

適用終了年月日 設定不要 

給付率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する（省略可） 

４３ 標準負担区分コード 設定不要 
標準負担区分コードを設定

する（省略可） 

４４ 負担額 設定不要 負担額を設定する（省略可）

４５ 
負担額適用開始年月

日 
設定不要 

負担額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る（省略可） 

４６ 

標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

負担額適用終了年月

日 
設定不要 

負担額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る（省略可） 

※１： 認定有効期間開始年月日が平成14年1月1日以降の場合、本項目の設定は不要（省略

可能）とする。設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略された

ものとみなす。なお、認定有効期間開始年月日が平成13年12月31日以前の場合、従来

通り（異動区分”1:新規”または当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 

加
除
第
２
号 
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